
○社会教育の裾野の拡大を踏まえると、地域における社会教育全体を俯瞰し、その調整を職務として担う社会教育
主事の役割の重要性が高まっている

○地域の社会教育人材がそれぞれの専門性と相互のつながりを活かして活躍できるよう、社会教育行政の専門職で
ある社会教育主事が地域の社会教育人材ネットワークを構築・活性化する役割を担うことが重要に

⇒地域活動における社会教育士の活躍機会の拡大により、社会教育主事の配置が、地域における社会教育やその
関連分野の実践をつなげ、各取組の相乗効果的な充実を図る。

社会教育人材の養成及び活躍促進の在り方について（中間的まとめ）【概要】
（令和５年８月 中央教育審議会 生涯学習分科会 社会教育人材部会）

○地域の核となる学校教育と社会教育との連携による、世代を超えた地域のつながりづくりや次世代の育成の進展
○福祉・農村振興・防災・まちづくり等の分野での「地域コミュニティ」に着目した施策の展開と社会教育との連携の重要性の増大
○オンライン化の進展や、社会の構造的な変化によるリカレントやリスキリングの学習ニーズの高まりなどの社会教育のフィールドの広がり
⇒ こうした社会教育の裾野の拡大を見据え、地域コミュニティにおける学びを基盤とした自律的・持続的な活動の促進に資する社会教育の専門性を有する社会教育人材が果た
す役割は大きい

○他方、社会の様々な行政分野において社会教育との連携が模索されているのに対し、社会教育主事の配置率は5割に満たない。社会教育に対する興味・関心や期待を持って
いる人々のニーズに着実に応え、より多くの人が社会教育活動に当事者として参画し、学び教え合う状況の創出が必要

⇒学びを基盤とした社会教育活動をオーガナイズできる専門性を備えた社会教育人材の質的な向上・量的な拡大が極めて重要

○社会教育が社会基盤としての役割を幅広く果たしていくた
めには、教育委員会事務局や社会教育施設はもとより、
首長部局やNPO等の多様な主体が担う社会の幅広い領
域において、社会教育人材を確保することが不可欠

○多様な分野で活躍する社会教育人材を幅広く確保するこ
とは、相互の支え合いや組織的な教育力の発揮により、そ
れぞれの活動の活性化だけでなく社会教育全体の振興に
も資する

⇒幅広い人材にとって受講しやすい社会教育主事講習の
実現が社会教育振興施策全体の基盤に

「専門性を様々な場に活かすオーガナイザー」 
現場レベルの活動において、各々の専門性と社会
教育の知見を活かしながら、それぞれの分野の活
動を活性化させたり、その意義を深めたりする

「地域全体の学びのオーガナイザー」 
首長部局等が担う福祉や防災等の多様な分野と社会教育
（行政）をつなぐこと等により、社会教育の行政及び実践の取
組全体をけん引し、地域全体の社会教育の振興の中核を担う

地域社会の様々な場で活躍する社会教育人材の確保

○多様な人材が社会教育の専門性を身に付けようとするニーズに対応していくためには、様々な教育機関によって、地域のニーズに基づき、工夫を凝らした多様な講習や養成課程の選
択肢が提供され、受講者が自身のニーズに応じて学習内容等を選択しうる環境を整備・拡充していくことが重要。

○社会教育主事講習・社会教育主事養成課程の修了は、社会教育人材のエントリー条件であり、社会教育主事講習等においては、社会教育に関する基本的な理解も含め、様々
な実務経験を積むに当たって重要となる基本的な能力・知見等を身に付けることに比重を置くことを基本とすることが適当。

○講習等の修了後において、経験を積む機会や自主的あるいは相互に学ぶ機会、様々なニーズに応じた多様な研修の機会等を確保することにより、社会教育人材の資質の向上を
図り、活躍を促進していくことが必要。

社会教育主事・社会教育士の役割の明確化と配置促進

社会教育人材をハブにした人づくり、つながりづくり、地域づくりの実現

社会教育主事 社会教育士

社会教育人材に求められる能力・知見等とその養成の在り方
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２．社会教育人材に関する施策の基本的な方向性

１．社会教育人材を取り巻く状況等に関する認識
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社会教育主事
講習の定員拡大

・ 多様な者が社会教育主事講習を受講して社会教育士の称号を得て、その学修の成果を社会教育士として各現場に還元していくことが期待さ
れる一方、社会教育主事講習の受講希望者の増加により、その数が受講定員を大幅に上回る状況が続いている。

⇒ 社会教育人材の量的拡大を図るためには、社会教育主事講習の定員の拡大が急務。

社会教育主事講
習の受講資格の

明確化

・PTAや子ども会等の社会教育関係団体での活動経験が社会教育主事講習の受講資格となることが十分に知られていない。
・社会教育団体の活動内容が多岐に渡るため、どういった業務が受講資格に算入できるかの判断や、業務に従事した期間の算定が難しい。
・グローバル化の進展に伴い、海外大学卒業者も増えている。

⇒ 受講資格を有することを通知等で明確化するとともに、社会教育関係団体等における活動実績等の簡便な計算方法について検討を進
める。

社会教育に関する
民間資格等取得

者の一部科目代替
・社会教育主事講習は受講していなくとも、社会教育に関する民間資格を取得し、その資格を活かして社会教育の実践を行っている者も多い。

⇒ その資格の内容等に応じて社会教育主事講習の受講すべき科目の一部を免除できるよう、科目の代替を認める基準の検討を進める。

多様で特色ある
受講形態の促進
等による受講者の
選択肢の拡大

【受講形態の多様化】
・各教育機関の創意工夫に基づき、受講者のライフスタイルやニーズに応じ、講義のオンライン化やオンデマンド化、オンラインとリアルのベストミッ
クス、夜間や休日の活用が進められている。

⇒オンライン・対面はそれぞれ良さがあり、できる限り受講者のニーズに応じられるように多様な受講形態で講習が提供されることが望まれる。
【柔軟な履修方法による選択肢の拡大】
・多様な教育機関の新たな参画により、これまで以上に各々の特色や得意分野を活かした講習の展開が見込まれるとともに、複数機関でカリ
キュラムを策定することで講習内容の充実を図るなど、取組の幅が広がることが考えられる。

・複数の講習にわたって４科目を受講するいわゆる分割履修については現行でも可能であるが、円滑な実施に向け、講習の受講記録の保存期
間等の一定のルール設定について運用面も含めた検討が必要。

【講習科目の提供方法の弾力化】
・大学等による新たな社会教育主事講習の開講は、受講定員の増加や講習の多様化に資することから、大学等の判断により、１から４科目の
開設を可能とする。

・国の委託費を活用しないで実施する講習について、複数年での開講をあらかじめ認めることや、受講料の徴収を認めることにより、より多くの大
学等における開講を促す。

※ 受講料の徴収を認めるに当たっては、受講料が高額にならないよう配慮が必要。

講習等の質の
更なる向上に

向けた各機関の
取組の共有

・社会教育主事講習等の質の更なる向上や今後も随時行う内容改善の検討には、各講習実施機関の特色や工夫を共有していくことが必要。
⇒ 文部科学省と各講習実施機関との定期的な意見交換の場を設置することで、講習等を受講しやすい環境の整備も含めた取組の共有
による、受講者にとってより多くの選択肢の確保を促進。

※ 社会教育人材ネットワークの活用や継続的な学習機会の提供に関する意見交換を行うことも考えられる。

・社会教育主事養成課程では、実務的な知見も含め、社会教育の専門性を身に付けるための充実したカリキュラムによる人材育成が図られており、
社会教育主事講習と並び、社会教育の広がりを支える役割が期待されている。

⇒ 教職課程を含めた他の専攻で学習する学生が社会教育主事養成課程を受講しやすくなるような改善や、社会教育主事講習との連携に
よる双方の充実・改善等を図るなど、「中間的まとめ」の趣旨も踏まえ、多様な社会教育人材の輩出に向けた取組の一層の推進が期待される。

社会教育主事
養成課程に
おける取組
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社会教育人材の養成に係る具体的な改善方策



３．社会教育人材部会における今後の検討事項（案）

（１）社会教育人材の活躍促進
・ 学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的推進を含めた学校教育や、首長部局、NPO、民間企業等で、社会教育の知見と当該分野の知見を組み合
わせながら活かしていくような活躍が期待されている。こうした状況も踏まえ、社会教育人材の各現場における実際の活躍や社会教育人材に対する期待等につい
てヒアリングを行い、社会教育士の認知度向上やロールモデルの提示による社会教育への参画促進を含め、社会教育人材の活躍促進の方策を検討する。

・ 社会教育人材のネットワークを構築するに当たっては、行政職員に限らない社会教育関係の幅広い人材で構成されるコミュニティであることも考慮することが重要
であるため、今年度実施する社会教育士及び社会教育主事を主たる対象とした試験的な運用を通じて、関係者の意見も聴取しながら具体的な課題を特定
し、社会教育人材ネットワークに求められる機能やオンラインの活用も含めたその具体的な手法を検討する。

・ 検討に当たっては、社会教育に携わる人材が多様であることを踏まえ、将来的には社会教育士及び社会教育主事に限らず、社会教育主事養成課程の学生そ
の他の社会教育に携わる関係者が広く活用する可能性を念頭に置くこととする。

・ 旧制度における修了者や地方公共団体からは、社会教育主事の実践経験や研修を評価することで、一部科目指定講習を受講しなくとも、社会教育士の称
号を付与してほしいとの意見もあり、社会教育人材の活躍促進の観点から、旧制度における修了者のうち、社会教育主事の実務経験等を十分に有する者に
対する社会教育士の称号の付与について、更なる検討を進める。

・ 社会教育士であることを証明できるようなものがあると、地域等で活動しやすいとの意見も踏まえながら、社会教育人材のネットワーク化の検討状況やデジタル
バッジの活用可能性を含め、修了証書の在り方について、その発行体制も含め、検討を進める。

・ 「地域全体の学びのオーガナイザー」である社会教育主事の配置により、地域における社会教育やその関連分野の実践をつなげ、地域全体を俯瞰した連絡・調
整を図る体制を各教育委員会で整備することが望まれることから、社会教育主事の配置に関する実態把握を進め、今後の対応を検討する。

（２）社会教育人材のネットワーク化

（３）旧制度における受講者への積極的な社会教育士の称号付与

（４）修了証書の在り方

・ 社会教育人材に広く開かれた継続的な学習機会の確保や、社会教育主事の職務や経験に応じた研修の充実が重要であることから、社会教育人材ネットワー
クの活用や国・地方公共団体が行う研修のオンデマンド配信等の推進など、継続的な学習機会の確保に向けた施策の検討を進める。

・ その際、学習の成果を容易に示すことができ、専門性や得意分野を示すことにもつながりうるデジタルバッジの活用の可能性も併せて検討する。

（５）社会教育主事の配置促進

（６）継続的な学習機会の確保等

○ 上記具体策により、社会教育人材の質的な向上と量的な拡大が図られ、今後はより多様な人材が社会教育に参画してくることが見込まれることを踏まえると、
社会教育人材の活躍促進に関する事項など、下記の点についてさらに検討を進める必要がある。
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○多様な人材のニーズに応じた学習機会を拡大
（誰でも希望した時に受講できる環境の整備）

○社会教育人材のデジタルも活用したネットワー
ク化や、継続的な学習の場を整備

○人づくり、つながりづくり、地域づくりは、
 従来の社会教育分野のみならず、 他の
多くの分野で求められるようになっている。

○多様な人材（首長部局・企業・NPOの
職員等）の社会教育への参画が重要
に

社会教育の裾野の広がりと、社会教育人材が果たすべき役割

学校

社会教育施設 首長部局

教育委員会

社会教育士

社会教育人材をハブにした
人づくり、つながりづくり、地域づくり

団体・民間企業

社会教育士

社会教育士社会教育士

※ 黄色の楕円で示された職種・属性の者が 講
習を受講して、社会教育士となるイメージ

社会教育の裾野の広がり

地域学校
協働活動
推進員

学校司
書

司書・
司書補

NPO

まちづくり

子ども会

地域振興

司書教諭

社会教育人材が
ハブとしての役割を果たすために

生涯学習
コーディネーター

PTA

CSR

学芸員

社会教育主事

公民館主事

地域学校
連携担当

教員

民間教育
事業者

福祉

防災
観光

文
化

スポーツ社会教育委員

学校教育
社会教育士

地域コミュニティ

社会教育士

地域共生社会
地域運営組織

自治会

農村型
地域運営組織
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